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Ⅰ チャネル・リーダーの変遷

チャネル・リーダーの変遷は，顧客情報を誰

が握っているかという観点から捉え直すことが

できる。歴史的には，メーカーから大手流通企

業，そして，プラットフォーマーへと情報覇権

が移行していった。まずは，こうした流れを概

観してみよう。

かつて，家電や化粧品産業ではメーカーによ

る流通系列化が行われた。メーカーは，小売企

業や卸売企業の組織化を行うことで，競争企業

に対抗したのである。例えば，松下電器産業

（現パナソニック）は，1957 年に販売会社制度

を全国展開するとともに，ナショナル店会を結

成し，ナショナルショップが各地に設立され

た。ナショナルショップでは，専売制，すなわ

ち，松下製品のみが取り扱われた。こうしたナ

ショナルショップは，メーカーと消費者とのイ

ンターフェースの役割を果たした。単にメー

カーからの情報を顧客に伝達するだけではな

く，ショップ店員が地元の顧客に対して細やか

に対応することで，対人関係を通じて顧客情報

が収集された。収集される情報は，受発注や在
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庫といった販売情報にとどまらず，顧客のニー

ズ，製品に対する満足，家族構成といったソフ

トな情報も含まれる。

やがて，食品スーパー，コンビニエンススト

ア，家電量販店などが台頭してくると，チャネ

ル・パワーは大手流通企業へと移行していく。

これは，コンピューターの活用に代表される

「第三次産業革命」と軌を一にしている。例え

ば，コンビニエンスストアの POSシステムは，

いつ，何が，いくらで，いくつ売れたかといっ

た「実需」情報とともに顧客の年齢層，性別，

天候などの情報も収集している。メーカーに

とって，実需情報は生産計画を立てる上で，極

めて重要である。大手流通企業は，こうした情

報とバイイング・パワーをテコにメーカーに対

する優位性を獲得する。そこで，メーカーは，

大手流通企業との「製販統合」を模索するよう

になる。1987 年に P&G とウォルマートは，

「情報の共有」を目標とした戦略的提携を結ん

だ1)。P&G はウォルマートの POS データを利

用して，工場からウォルマートの物流センター

に製品を自動発送した。これにより，P&Gは，

生産・出荷計画および出荷に伴う管理業務の合

理化が可能となり，ウォルマートは欠品や過剰

在庫が解消された。

1994年には米国で Amazonが，我が国でも

1997 年に楽天がサービスを開始し，eコマース

が拡大していくこととなる。Amazon や楽天

といったプラットフォーマーのみならず，メー

カーや大手流通企業（例えば，ヨドバシ.com

や omni7）も e コマースサイトを開設してい

く。こうした潮流は，小売企業の観点からは，

オムニチャネル化と表現される。すなわち，実

店舗，オンラインストア，各種メディア，ソー

シャル・ネットワーキング・サービス（以下，

SNS），スマートスピーカーなどのあらゆる

チャネルをシームレスに連結して，いかに顧客

経験を設計するかが模索されているのである。

eコマースを通じて収集される情報は，きわめ

て多岐にわたる。例えば，Amazon は，個人

情報（氏名，住所，電話番号，Eメールアドレ

ス），購買履歴，クレジットカード情報，検索

情報，アンケートへの回答，カスタマーレ

ビュー，欲しいものリスト，医療品の購買の際

には身体的状態に関する情報（年齢，性別，健

康状態，病歴など），位置情報（モバイル端

末），音声情報（スマートスピーカー）などで

ある2)。

こうした顧客情報の観点から見たチャネル・

リーダーの変遷により，収集される情報がより

深く，広くなっていることがわかる。流通系列

化時代のメーカーが集めた情報は，専売制故に

自社の製品に関する情報に限定されていた。大

手流通企業は，POS システムを活用してより

広く複数メーカーの情報を一元的に収集するこ

とが可能となった。プラットフォーマーは eコ

マースを通じて，複数メーカーの製品に関わる

広い情報と顧客の多岐にわたる深い情報との双

方を収集している。広く深い情報が経時的に蓄

積されると「ビッグデータ」3) となる。そし

て，ビッグデータの活用による収益化の背景に

は，それを分析する技術的な能力が必須とな

る。

Ⅱ プラットフォーマーが握る

データ覇権

米国のGAFA（Google，Apple，Facebook，

Amazon）4)，そして，中国系の BATH（Baidu，

Alibaba，Tencent，Huawei）といった巨大プ
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ラットフォーマーは，世界市場においてそのプ

レゼンスをますます拡大させている5)。例え

ば，Alibaba は 2018 年の 11 月 11 日（中国の

独身の日）に 1日で 308億ドルの売上を記録し

た。また，Amazonの AWS（Amazon Web Ser-

vice）が米国国防総省の軍用クラウドシステム

JEDI（10年間で 100 億ドル規模）の入札で，

Oracle や IBM や Google を押しのけて，

Microsoftとともに最終選考に残ったという報

道がなされている6)。こうしたプラットフォー

マーに関しては近年，「デジタル課税」「個人情

報保護」「データ寡占」「分割論」などの言葉が

経済紙面を賑わせている。ハーバード・ビジネ

ススクールのズボフ名誉教授は，「監視資本主

義」という言葉で，巨大プラットフォーマーに

よる個人情報の利用を痛烈に批判している。

これらプラットフォーマーはしばしば十把一

絡げに論じられることが多いが，ビジネスモデ

ルは大きく異なる7)。Google と Baidu は検索

エンジンに代表される情報技術を提供してい

る。Apple と Huawei は主に，スマートフォ

ン，PC，タブレットなどのハードウエアを販

売している。Facebookと Tencentはそれぞれ

SNS とオンラインゲームとを主力としている。

そして，Amazonと Alibabaの売上の大半を e

コマースが占めている。ただし，それぞれのプ

ラットフォーマーが，必ずしも 1領域に事業を

集中しているわけではない。例えば，Amazon

は，最終消費者向けの商品やサービスやコンテ

ンツの eコマースを通じた販売にとどまらず，

先述のクラウド・サービスの AWS，リアル店

舗（アマゾン・ゴーやホールフーズ），金融

サービス（個人向けのアマゾン・ペイや法人向

けのアマゾン・レンディング）などを展開して

いる。

本稿で焦点を当てるのは，プラットフォー

マーの中でも個人情報を収集，分析，販売する

企業である。この意味から，プラットフォー

マーの多様な能力の中で「情報を収集し，ビッ

グデータとして蓄積し，収益化する能力」が

マーケティング環境を考察する上で重要とな

る。民主主義社会において個人情報の保護ない

しプライバシーは，社会的価値を有する8)。す

なわち，社会における自由な意見形成は，監視

や検閲からプライバシーの保護を通じて可能と

なる。しかしながら，おそらく個人情報は個別

的には経済的価値を持ち得ないだろう。個人情

報は，集合的に収集および分析されて初めて経

済的価値を有する。e コマースや SNS を通じ

て収集される個人情報がビッグデータとなるこ

とで，企業は広告やレコメンデーションを通じ

て消費者にアプローチすることが可能となり，

また，メーカーやサービス・プロバイダが持ち

得ない情報優位性を発揮することが可能となる

のである。

今日，こうしたビッグデータとしての個人情

報を有する組織は，モノやサービスを提供する

企業でもリアル店舗をメインに事業を展開する

大手小売企業でもない。しばしば現代の「石

油」とも呼ばれるデータの覇権を握るのはこれ

までに例示してきた巨大なプラットフォーマー

なのである。米国における試算によると，個人

情報の利用から得られる収益は 2022 年には

1977億ドルとなり，国内の農業生産を上回る

という9)。こうしたデータ覇権を巡る競争は，

「コンピュータ（端末），これらをつないだネッ

トワークから構成され，情報の交換，蓄積がで

きる空間」10) としての「サイバー空間」におい

て展開される。当然ながら，サイバー空間で

は，プラットフォーマーだけではなく，国家や
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組織や個人もまたアクターとなる。しかしなが

ら，本稿で重要な点は，プラットフォーマーが

個人情報の利用を通じて経済的価値をもっとも

享受しているアクターであるという事実であ

る。

Ⅲ なぜ人は個人情報を提供

するのか

2013年に米国で「あなたは利用条件に“同

意する”？：ネットと個人情報」と題したド

キュメンタリーが制作された。われわれは，e

コマースや SNS の利用において，長ったらし

い利用条件を読むことなく，個人情報の利用に

同意している。近年では，中国における「社会

信用システム」が話題となっている。国家の監

視の下に市民のランクがつけられ，スコアの高

低によって得られる恩恵ないし罰則が異なるシ

ステムである。これらはしばしば，人々に

ジョージ・オーウェルが描いた小説『1984年』

のディストピアを思い起こさせる。『1984年』

に登場する指導者ビッグ・ブラザーは，ヨシ

フ・スターリンをモデルにしているという。ま

た，Appleが 1984年に放映した Macintoshの

TVCMでは，女性がハンマーでビッグ・ブラ

ザーの映るテレスクリーンを粉砕する。そし

て，「1 月 24 日，アップル・コンピュータは

マッキントッシュを発表します。そして，あな

たは 1984 年が，『1984 年』と同じにならない

ことがわかるでしょう」と締めくくられる。

Appleは個人情報の事業化に対して強い反対を

表明している。しかし，Appleがプライバシー

保護の姿勢を明示していても，われわれはス

マートフォンやタブレットなどの端末から他の

プラットフォーマに個人情報を提供している。

では，なぜ，莫大な経済的価値を有する個人

情報を消費者あるいは SNSユーザーは自ら進

んで提供するのだろうか。その大きな理由のひ

とつは「フリー（free）」だからである。十数

年前に，フリーあるいはフリーミアム（フリー

とプレミアムの合成語）は経済のデジタル化の

流れの中で注目されるコンセプトとなった。例

えば，2006 年にクリス・アンダーソンが著し

た『フリー』は米国でベストセラーとなった。

行動経済学では，人が，1 セントで提供される

財やサービスよりも，無料で提供される財や

サービスに対して，きわめて敏感に反応を示す

ことが知られている（その差はたった約 10円

なのに）11)。

われわれは，Facebook や Twitter や Insta-

gramの利用に対価を支払うことはない。民間

のテレビ放送と同様に広告は画面上に表示され

る。最近，YouTubeが有料プランを開始した

が，有料の引き換えに CM はカットされる。

これはまさに，基本版は無料でプレミアム版は

有料というフリーミアムのモデルである。ここ

だけに注目すると，ユーザーは広告視聴と引き

換えに無料を享受しているように思われる。し

かし，ユーザーがプラットフォーマーに提供し

ているのは CM の視聴にとどまらない。現代

の石油としての「個人情報」こそがプラット

フォーマーにとっての経済的価値の源泉なので

ある。かつて，Google は米国で無料の電話番

号案内サービスを提供していた。その目的は，

音声データの収集であった。音声の自動認識を

行うためには，さまざまな人々の発する声その

ものがデータとして必要となる。今日のきわめ

て高精度な音声自動認識や自動翻訳は，収集さ

れた音声データを基礎に AI 技術を通じて実現

されているのである。
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また，スマートフォンやタブレットでプレイ

する多くのオンラインゲームやソーシャルゲー

ムは無料で楽しむことができる。俗に言う「無

課金」である。一般に，無課金ユーザーは全体

の 8〜9 割で，課金ユーザーは 1〜2割であると

いう12)。ゲームを提供する企業の収益は課金

ユーザーから得られる。課金ユーザーは，金銭

との引き換えに好みのアピアランスやアイテム

を手に入れることができる。では，はるかに多

数を占める無課金ユーザーをこれらのゲームは

必要とする理由は何か。「荒野行動」や

「PUPG」といった戦争をモチーフにした FPS

（first person shooter：自分視点のシューティ

ング・ゲーム）を例にとってみよう。「荒野行

動」では通常，1回のプレイに 100人程度の参

加者を必要とする。課金ユーザーは，課金を通

じて得られたアイテムを通じて有利にプレイで

きる。逆に，無課金ユーザーは，ある程度の不

利性がある。同時に，課金ユーザーの方が「や

りこみ」度の多い，熟達したプレイヤーである

のが一般的である。90％の不利な参加者として

10％の有利な課金ユーザーのターゲットとなる

ことこそ無課金ユーザーが必要とされる理由な

のである。

“Thereʼs no such thing as free lunch”という

言葉がある。「タダで手に入るモノはない」，あ

るいは，「タダより高いモノはない」と翻訳さ

れる。皮肉にも，フリーには，タダという意味

のほかに自由という意味もある。われわれは無

料の代わりにプライバシーという民主社会の根

幹たる個人の自由を犠牲にしているのかもしれ

ない。一般に，われわれが，組織における情報

流出に対して嫌悪感を示すのは，個人情報が悪

用されたときに生じうるリスクに根ざしてい

る。こうしたリスクを低減するには，フリーに

提供されるサービスやモノをできるだけ利用し

ないことが合理的な方策である。にもかかわら

ず，われわれは，不合理な選択を行ってしまう。

なぜなら，今日の消費者ないしユーザーには，

より強力な動因があるからである。それは，消

費者のデジタル化と密接に関連している。

Ⅳ 消費者のデジタル化が

もたらすもの

We are Socialによると 2019 年の世界人口 76

億 7600万人のうち，モバイル・ユーザーは 51

億 1200 万人（67％），インターネット・ユー

ザーは 43 億 8800万人（57％），アクティブな

ソーシャルメディア・ユーザーは 34 億 8400万

人（45％），そして，モバイルのソーシャルメ

ディア・ユーザーは 32 億 5600万人（42％）に

のぼり（括弧内は人口に占める割合），イン

ターネットおよびソーシャルメディアのユー

ザーは前年比約 10％の伸びを示している13)。

地域別には，アフリカとアジア太平洋諸国のデ

ジタル成長率が顕著である。また，モバイル・

デバイスを通じたインターネット利用が伸張し

ており，2019 年の世界平均は 3 時間 14 分で，

2014 年の 1 時間 38 分から約 2 倍となってい

る。

総務省の調査によると 2017 年の日本におけ

る全世代の 1日当たりのネット利用の実態は次

の通りである14)。「ブログやウエブサイトを見

る・書く」が平日 21.3 分・休日 24.3 分，

「ソーシャルメディアを見る・書く」が平日

27.0 分・休日 31.2 分，「動画投稿・共有サー

ビスを見る」が平日 15.0 分・休日 26.1分，そ

して，「オンラインゲーム・ソーシャルゲーム

をする」が平日 15.1分・休日 26.1分となって
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いる。特筆すべきは世代間の格差である。10

代では「ソーシャルメディアを見る・書く」が

平日 54.0 分・休日 75.8分，「動画投稿・共有

サービスを見る」が平日 37.4 分・休日 73.7

分，そして，「オンラインゲーム・ソーシャル

ゲームをする」が平日 23.6 分・休日 45.3 分

で，20代では「ソーシャルメディアを見る・

書く」が平日 61.4 分・休日 77.8分，「動画投

稿・共有サービスを見る」が平日 33.4 分・休

日 53.8分，そして，「オンラインゲーム・ソー

シャルゲームをする」が平日 31.8 分・休日

59.0 分となっている。20代に至っては，ソー

シャルメディア，動画投稿・共有サービス，オ

ンラインおよびソーシャル・ゲームに，平日約

2 時間 7分，休日約 3 時間 11分もの時間を費

やしていることになる。

街角のカフェで若い友人ないし恋人同士が，

相手に目をくれることなくスマホ片手にひとつ

のテーブルを囲む姿はもはや日常的すぎて気に

とめることもないだろう。MITの科学技術社

会論教授シェリー・タークルによるとこうした

状態は「ファビング（phubbing）」と呼ばれ

る。彼女は著書『一緒にいてもスマホ』のなか

でフェイス・トゥ・フェイスの会話の重要性を

説いている。なぜなら，そうした会話を通じて

「共感」が育まれるからである。

こうした消費者のデジタル化はさらに深刻な

問題を引き起こしている。それは，スマホ依存

や SNS依存である。一般に，依存症として想

起されるのは，アルコール依存やギャンブル依

存といった行動依存である。他の行動依存と同

様にスマホおよび SNS依存が引き起こす肉体

的および精神的問題には，実生活におけるコ

ミュニケーション不足，成績低下，睡眠不足，

鬱・不安・ストレスの増加，自尊心の低下など

が挙げられる15)。依存状態にある人は，自ら

の意思で SNS をやめるのは難しい。筆者の担

当する大学のゼミでは，デジタル・デトックス

（一定期間スマートフォンやタブレットや PC

を通じた SNS の使用をやめること）に関する

実験を行おうとしたが，志願者は現れなかっ

た。このことが十代後半から二十代初めの大学

生のすべてが依存状態にあることを意味しない

が，少なくともデジタル・ネイティブの若者に

とってスマホや SNS を入り口としたサイバー

空間におけるオンラインの関係性がきわめて重

要なことがわかる。

消費者のデジタル化のひとつの帰結は，スマ

ホや SNS への高い関与，あるいは，依存に

よって，プラットフォーマーに対する個人情報

の提供を断ち切れないことにある。ソーシャル

メディア，動画投稿・共有サービス，オンライ

ン・ゲーム，さらには e コマースの利用でさ

え，消費者ないしユーザーは，プラットフォー

マーのプラットフォームに囲い込まれている。

オンラインの関係性を維持するためにはプラッ

トフォーマーが提供するサービスを使用し続け

る必要がある。メッセージや写真・動画の投稿

や「いいね」ボタンのプッシュ，あるいは，オ

ンラインでの購買を通じて顧客ないしユーザー

の行動データは日々，プラットフォーマーの

サーバー上に蓄積され，情報の経済的価値は高

まっていく。オムニチャネルにおいてバーチャ

ルの空間とリアルの空間が結合することによっ

てさらにプラットフォーマーの持つ情報を通じ

た消費者行動の予測精度は高まっていく。

Ⅴ マーケティング実践への示唆

ここまで，企業サイドからプラットフォー

113世界経済評論 2019年7月8月号

プラットフォーマーを巡るマーケティング実践への示唆 06



マーの情報覇権と消費者サイドから個人情報の

提供について検討してきた。これらはまさにコ

インの裏と表の関係にある。では，プラット

フォーマー以外の企業，例えば最終消費者向け

製品を生産している企業は，いかなるマーケ

ティングの実践を行う必要があるのだろうか。

3つの観点からこの問題にアプローチしよう。

第一に，プラットフォーマーが提供するサー

ビスの活用が挙げられる。例えば，Amazon

の提供する AWS は，単なるクラウドや広告機

能のみならず，分析，アプリケーション統合，

ARと VR，コスト管理，ブロックチェーン，

カスタマーエンゲージメント，IoT，機械学

習，ロボット工学，人工衛星といったさまざま

な機能を提供している。いわば統合化された

パッケージなのである。その背景には，ビッグ

データとコンピューティング技術があることは

言うまでもない。製造企業は，プラットフォー

マとの分業を通じて，自社開発に比して低コス

トでのサービス利用と本業への特化が可能とな

る。これはいわばオペレーションの効率化へと

つながっていく。

第二に，メーカーは顧客経験のデザインに注

力する必要がある。ここで，顧客経験とは「顧

客の購買の旅すべての間で，企業の提供物に対

する顧客の認知的，感情的，行動的，感覚的，

社会的反応」と定義される16)。メーカーは単

にモノを消費者に販売するだけではない。顧客

が購買を繰り返すプロセスをカスタマー・

ジャーニーととらえ，購買前，購買時点，そし

て，購買後における顧客とのタッチポイントを

いかに構築するかが今日的なマーケティングの

課題である。本稿において特に重要なのは，オ

ンラインも含めた顧客経験の構築である。例え

ば，消費者が海外旅行で撮影した写真やディ

ナーの写真，あるいは，好きな製品の写真を

Instagramや Facebookに投稿する場合，この

行動は「インスタ映え」による承認欲求の充足

だけではなく，「経験の共有」行動であると言

える。いわば，オフラインの経験とオンライン

の共感との効果的な接続こそが顧客経験の向

上，ひいては，顧客との価値共創へとつながっ

ていくのである。

最後に，新しい形態のチェーン形成という構

想が求められる。1990 年代以降，サプライ

チェーン・マネジメントの構築がとりわけもの

づくり企業にとって急務の課題として認識され

るようになった。最近では，ウォルマートと

Googleや西友と楽天の提携のように大手小売

企業とプラットフォーマーとの提携が構築され

るに至っている。Amazon による Wholefoods

の買収もリアルとバーチャルの融合という点で

同様の意味合いを持つ。こうした潮流の中で，

メーカーの存在感の薄さは否めない。しかしな

がら，大手流通業者との垂直的関係，プラット

フォーマとの垂直的・水平的関係，そして，最

終顧客と垂直的な関係の構築を通じたより統合

的なチェーンの形成が，他のチェーンとの

チェーン間競争を生き抜くために求められる。

メーカーの本質はイノベーションを通じて新し

い製品を市場化し，新たな顧客経験および価値

を創造することにある。換言すると，プラット

フォーマーや大手流通企業に勝るケイパビリ

ティ，あるいは，競争優位の源泉がそこにあ

る。プラットフォームの効率的な利用と顧客経

験の効果的な構築，そして，イノベーションを

テコとした垂直的および水平的なチェーン構築

でのイニシアティブの発揮。これら 3つのパー

スペクティブを基礎としたメーカーのマーケ

ティング実践こそが，やがて来たるポスト情報
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覇権時代におけるメーカーの生き残りに欠かせ

ないものとなるであろう。
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